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平成１８年５月２６日平成１８年３月期 決算短信（連結）

上 場 会 社 名 上 場 取 引 所 東証・大証株式会社 紀陽ホールディングス

コード番号 ８４１５ 本社所在都道府県 和歌山県
（ＵＲＬ http://www.kyfg.com/ ）

代 表 者 役職名 取締役社長
氏名 片山 博臣

問合せ先責任者 役職名 グループ企画部長
氏名 米坂 享 ＴＥＬ（073）426－7133

決算取締役会開催日 平成１８年５月２６日 特定取引勘定の設置の有無 無
無米国会計基準採用の有無

１．平成１８年３月期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

（１）連結経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

％ ％ ％百万円 百万円 百万円
18年3月期 75,529 ( ) 996 ( ) 3,297 ( )

１株当たり 潜在株式調整後 株 主 資 本 総 資 本 経 常 収 益
当期純利益 1 当期純利益率 経常利益率 経常利益率株 当 た り 当 期 純 利 益

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年3月期 6 78 5 70 4.8 0.0 1.3

（注）①当社は、平成18年２月１日に設立しておりますので、連結業績の前期実績及び対前期増減率は記載しておりません。
②持分法投資損益 １８年３月期 98百万円
③期中平均株式数（連結）（自己株式を除く）
１８年３月期
普通株式 486,622,465株 第一種優先株式 25,953,166株 第２回第一種優先株式 854,794株
第３回第一種優先株式 328,767株 第二種優先株式 970,866株 第三種優先株式 株

（２）連結財政状態

１株当たり 連結自己資本比率
総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 株 主 資 本 （国内基準）

％ 円 銭 ％百万円 百万円
18年3月期 3,245,141 110,756 3.4 139 07 9.52 ( )速報値

(注)期末発行済株式数（連結）（自己株式を除く）
１８年３月期
普通株式 592,912,235株 第一種優先株式 266,000株 第２回第一種優先株式 26,000,000株
第３回第一種優先株式 10,000,000株 第二種優先株式 5,825,200株 第三種優先株式 株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
18年3月期 46,515 4,709 17,519 133,175

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 10社 持分法適用非連結子会社数 社 持分法適用関連会社数 1社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規） 社 （除外） 社 持分法 （新規） 社 （除外） 社

２．平成１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円
中 間 期 36,400 4,100 3,000
通 期 72,600 7,300 4,500

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）7円 48銭
※業績予想の利用に関する注意事項

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報、及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在
における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。
なお、業績予想に関する事項等につきましては、添付資料の６ページを参照してください。
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株式会社 紀陽ホールディングス

「平成１８年３月期の連結業績」指標算式

当期純利益－優先株式配当金総額
○１株当たり当期純利益 ＝

期中平均普通株式数 ＊

○潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益－優先株式配当金総額＋当期純利益調整額
＝

期中平均普通株式数 ＊ ＋ 普通株式増加数

○株主資本当期純利益率

当期純利益－優先株式配当金総額
＝ × 100
｛（期首株主資本－期首発行済優先株式数 * ×発行価額）+（期末株主資本－期末発行済優先株式数 * ×発行価額）｝÷２

○１株当たり株主資本

期末株主資本－期末発行済優先株式数 ＊ ×発行価額－優先株式配当金総額
＝

期末発行済普通株式数 ＊

「平成１９年３月期の連結業績予想」指標算式

予想当期純利益－予想優先株式配当金総額
○１株当たり予想当期純利益 ＝

期末発行済普通株式数（当期末） ＊

＊自己株式を除く。
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企 業 集 団 の 状 況

当社は、平成１８年２月１日に共同株式移転方式により株式会社紀陽銀行と株式会社和歌山銀行の完全親

会社として設立されました。

当社グループは、銀行業務を中心に、事務代行業務、リース業務、ベンチャーキャピタル業務、クレジッ

トカード業務などの金融サービスにかかる事業を行っており、事業系統は次のとおりであります。

（☆は連結子会社、●は持分法適用会社）

銀行業務 本店及び支店 ８６ 出張所 ８

☆ 阪和信用保証株式会社

☆ 紀陽ビジネスファイナンス株式会社

株 事務代行業務
☆ 紀陽ビジネスサービス株式会社

式 労働者派遣業務

会

社

紀 リース業務
☆ 紀陽リース・キャピタル株式会社

陽 ベンチャー・キャピタル業務

株 銀

式 行

会

社 クレジットカード業務 ☆ 株式会社紀陽カード

☆ 株式会社紀陽カードディーシー

紀

陽

ホ 電子計算機関連業務 ● 紀陽情報システム株式会社

－

ル

デ

ｨ

ン

グ 株

ス 式 銀行業務 本店及び支店 ２９ 出張所 ２

会

社

和 事務代行業務 ☆ 和銀ビジネスサービス株式会社

歌

山

銀

行 クレジットカード業務 ☆ 和歌山銀カード株式会社



- 4 -

経 営 方 針

１．経営の基本方針

当社は、地域金融グループ「紀陽フィナンシャルグループ」の中核として、子銀行およびグループ各社
の業務の健全かつ適切な運営を確保するため一元的な経営管理を行うことを目的としています。
また、当社を中核とする紀陽フィナンシャルグループは、以下の目的を達成し、お客様・株主様から信

任を得られる地域金融グループの構築を目指してまいります。

① 総合的な金融サービス提供体制の構築

地域経済の特性を捉え、お客様のニーズにあった総合的な金融サービスをグループ一体として
提供できる体制を構築致します。

② 地域経済への貢献

地域金融の安定化を図り、地域特性に応じた円滑な資金供給の提供を通じて、地域経済の発展
に貢献する金融グループを目指します。

③ 経営基盤の強化

更なる経営効率の向上、収益基盤の強化・拡大を図ることで、経営基盤を一層強化し、磐石な
経営体制の構築をスピーディに実現することを目指します。

④ 多種多様な金融商品とサービスの提供

お客様の満足を第一と考え、多様化するお客様のニーズに対して高度で、かつきめ細やかなサ
ービスを提供することで、地域の皆様から常に高い支持を得て、豊かな地域社会づくりに貢献し
て参ります。

２．利益配分に関する基本方針

利益配分に関しましては、銀行持株会社の公共性を鑑み、経営の健全性を確保するため、適正な内部留

保の確保など財務体質の強化を図りつつ、安定的な配当を実施することを目指しております。

なお、当社は本年２月１日に株式会社紀陽銀行と株式会社和歌山銀行の完全親会社として設立されてお
り、当期につきましては株式移転をなすべき日の前日（１月３１日）の最終の両行株主名簿に記載または

記録された株主または登録質権者に対し、配当金に代わり「株式移転交付金」をお支払いいたします。

① 株式会社紀陽銀行の旧株式

旧普通株式 １株につき ２円５０銭

旧第一回優先株式 １株につき １４円００銭

② 株式会社和歌山銀行の旧株式

旧普通株式 １株につき ５０銭

旧第一回優先株式 １株につき １０円００銭

旧第二回優先株式 １株につき ６円７０銭

３．目標とする経営指標

当社は紀陽銀行・和歌山銀行をはじめとするグループ会社の総力を結集し、地域金融グループとして、
付加価値の高い「総合金融サービス」を提供いたします。経営統合のシナジー効果の実現により、平成
１９年３月には以下の経営指標の達成を目指します。

＜目標とする経営指標＞

連結当期純利益 ４５億円

連結自己資本比率 ９．６％以上

不良債権比率 ６．７％以下（合併後紀陽銀行）

・不良債権比率は金融再生法ベースの比率を記載しております。

株式会社 紀陽ホールディングス
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４．中長期的な経営戦略と対処すべき課題

「紀陽フィナンシャルグループ」は地域経済のさらなる発展を目指し、総合金融サービスを提供するグ
ループとして本年２月に新たな一歩を踏み出しましたが、当社はその中核としての役割を担っております。
当面の課題は、本年１０月１０日に予定いたしております紀陽銀行と和歌山銀行の合併を円滑に実施す

ることにより早期にシナジー効果の実現を図ることでございますが、総合金融サービス企業として当社グ
ループが果たすべき役割は、地域経済の活性化に向け地域のお客様の成長・発展に資することであると考
えております。
紀陽銀行と和歌山銀行がそれぞれ平成１７年８月に策定しました「地域密着型金融推進計画」の実践は

こうした当社グループの役割に合致するものであり、地域のお客様のお役に立つことを目指し、両行が計
画に基づき「事業再生・中小企業金融の円滑化」「経営力の強化」「地域の利用者の利便性向上」に向け
た取り組みを行っております。主な取り組み内容は以下の通りです。

●事業再生・中小企業金融の円滑化
産学官ネットワークの活用や政府系金融機関との連携による創業・新事業支援、企業のお客様が抱

える経営課題解決に向けたご提案などの活動に取り組んでおり、ビジネスマッチングやＭ＆Ａ仲介、
株式公開支援等幅広い分野で成果があがっております。
また、経営改善支援対象先を選定し、それぞれのお取引先に最適な方法を検討のうえ、事業再生・

経営改善支援に取り組んでおります。
このほか、無担保・第三者保証不要の融資商品の取扱や中小企業および個人事業主のお客様向けの

拠点を開設（紀陽堺ビジネスサポートセンター、わぎんビジネスサポートセンター）するなど融資対
象となるお客様層の拡大に取り組んでおります。

●経営力の強化
両行ひいては当社自身の収益基盤と経営力強化のため、「リスク管理態勢および収益管理態勢の整

備・充実」「ガバナンスの強化」「法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化」「ＩＴの戦略的活
用」等に取り組んでおります。

●地域の皆様の利便性向上
「地域密着型金融」の推進により、地域のお客様に付加価値の高いサービスをご提供し、お客様の

満足度向上を通じた両行および当社の健全性確保と収益性向上を目指しております。

これらの取り組みについては、積極的により分かりやすい情報のご提供に努めるとともに、アンケ
ート調査等地域のお客様のご意見を頂戴するための取り組みを行っております。

５．親会社等に関する事項

当社は、親会社を有しておりません。

経営成績および財政状態

１．経営成績

（１）当期（平成１８年３月期）の概況

当期のわが国の経済は、原油価格や世界経済の動向等が与える影響に懸念を残しつつも、輸出が緩やか
な増加をみせるとともに企業収益は改善し、設備投資にも増加がみられ、企業部門の好調さが家計部門に
波及した国内民間需要に支えられ、弱さを脱し回復をみせました。
需要面をみますと、個人消費には緩やかな増加がみられましたが、増加基調がみられた住宅投資は再び

横ばいとなりました。公共投資は総じて低調に推移しましたが、設備投資は増加基調で推移しました。一
方、世界の景気が着実に回復していることに伴って、輸出が持ち直しをみせ緩やかに増加しました。
鉱工業生産は一部で在庫調整の動きもみられたものの、横ばいから緩やかな増加を見せました。企業収

益は、幅広い業種で売上が増加したこと等により改善がみられました。雇用情勢は、厳しさが残るものの
改善に広がりが見られました。

和歌山県経済は、膠着状況で推移した後、踊り場を脱し回復の兆しがみられる状況となりました。しか
し、景況感の全国との差は依然として開いたまま推移しました。

株式会社 紀陽ホールディングス
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需要面をみますと、個人消費は力強さに欠ける厳しい状況が続きました。住宅投資や公共投資は一進一
退の推移から改善の基調をみせました。設備投資は民間の建設工事受注高など一部で改善の動きがみられ
ました。
鉱工業生産は一部で持続的な回復の動きもみられたものの、総じて横這いの状況となりました。雇用情

勢は低水準かつ厳しい状況が続いており、全国との差が広がる傾向が見られました。

金融面において、短期金利は引き続き極めて低い水準で推移しました。このようななか平成１８年３月
には５年間続いた量的緩和政策が解除され、また次なる利上げも視野に入ってきましたが、日本銀行が引
き続き潤沢な資金供給を行った結果、足許金利は極めて低い水準での推移が続きました。長期金利につい
ては、年度前半は量的緩和政策が当面継続されるとの見方から 1.5％以下の水準で推移しましたが、量的
緩和政策の解除や今後の利上げ観測の高まりを受け、年度末には 1.7％台まで上昇しました。
株式市場は、好調な企業業績やデフレ脱却期待等を受けて、ほぼ一貫して上昇が続き、年度初 11,000円

台で始まった日経平均は、年度末には 17,000円台まで上昇しました。
為替市場については、円の対ドル相場は、米国の利上げに伴う日米金利差の拡大観測を受けて円安が進

み、平成１７年１２月には 121円台となりましたが、その後は日本でも利上げ観測が台頭したことにより、
ややドルが買い戻されて、年度末には 117円台となりました。

（２）紀陽フィナンシャルグループの業績

このような経済・金融環境のもと、当社の子銀行である「紀陽銀行」と「和歌山銀行」は、従来同様、中小
企業向貸出の増強や役務収益の拡大を図る一方で、不良債権処理や融資先の経営改善支援への取組など資産の健
全化に向けて尽力して参りました。国内景気の回復、株式市場の活況などにより長期低迷していた地域経済にも
明るい兆しが見え始めており、両行としても資産の健全化に向けた取組をより一層スピードアップし、将来にお
ける財務リスクを早期に一掃することにより、紀陽フィナンシャルグループの財務基盤をより強固なものとする
ことにいたしました。

次のとおりとなりました。この結果、当期の連結ベースでの業績は、

資産健全化に向けた損失などもありましたが、個人向け業務である住宅ローンの推進や、投資信託や個
人年金保険の販売が依然好調を持続しました。
さらに、好調な株式市況の影響により有価証券関係の売却益などを確保しました結果、連結経常収益は

755億29百万円、連結経常費用は 745億33百万円となり、連結経常利益は 9億96百万円、連結当期純利益は
32億97百万円となりました。
紀陽ホールディングス単体の損益につきましては、当期は会社設立に伴い２ヶ月間の営業期間でありま

したことから、営業収益が 1億10百万円、経常利益が 11百万円、当期純利益が 5百万円となりました。

（３）次期（平成１９年３月期）の見通し

当社グループの経営環境といたしましては、グループの中心となる銀行業において、長年続いた日本銀
行の量的緩和政策が解除された影響により、預金利息を中心とする資金調達コスト上昇が見込まれます。
また、中小企業向け貸出の分野では融資獲得競争の過熱化などにより収益環境は厳しい状況にあります。
さらに、主要営業地域において地価の下落傾向が依然継続しているため不良債権処理コストが引き続き必
要であると見込んでいます。
しかしながら、これまでの資産の健全化に向けた取組や企業収益の改善状況から、不良債権処理コストは一

定の範囲内に収まることが見込まれ、かつリレーションシップバンキングの取り組み強化による「金融サー
ビス企業」への諸施策を通じて手数料収入の増強などを行い、収益力の強化をさらに図ってまいりたいと
考えております。
また、平成１８年１０月に予定されている子銀行２行（紀陽銀行・和歌山銀行）の合併などにより経営統合に
かかる一連の作業を終了し、今後はできるだけ早期に経営統合によるシナジー効果を獲得してまいりたいと考
えております。

このように当社グループは地域に密着した営業活動を志向し、収益力の強化と経営全般にわたる合理化
の推進に注力し、総合金融サービス機能の一層の充実に努めてまいります。
以上により平成１９年３月期の通期連結業績予想につきましては、経常収益 726億円、経常利益 73億

円、当期純利益 45億円を見込んでおります。なお、紀陽ホールディングス単体での平成１９年３月期の通
期業績予想につきましては、経常収益 87億円、経常利益 81億円、当期純利益 80億円を見込んでおります。
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２．財政状態

（１）主要勘定の状況

当期末の主要勘定の状況につきましては、以下のようになりました。

貸出金につきましては、住宅ローンが引き続き堅調に推移しましたほか、ここ数年減少が続いていました
事業性貸出につきましても、大阪府下を中心として回復の兆しが現れてまいりました。貸出金残高は、当期
末では 2兆413億円となりました。
預金につきましては、引き続き安定資金の確保に努め、特に個人預金につきましては、紀陽銀行で創立

１１０周年記念定期預金によるキャンペーンなどをおこないました。預金残高は、当期末では 2兆9,444億
円となりました。
以上の結果、当期末の連結総資産は、3兆2,451億円となり、連結純資産は、1,107億円となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

キャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローについては、債券貸借取引支払保証
金の減少等を主因に 465億円となりました。投資活動によるキャッシュ・フローについては、有価証券の
売却による収入等を主因に 47億円となりました。財務活動によるキャッシュ・フローについては、株式の
発行による収入などにより 175億円となりました。この結果、現金及び現金同等物は期中 687億円増加し、
当期末残高は 1,331億円となりました。

（３）自己資本比率の状況

連結自己資本比率（第二基準）につきましては、９．５２％となりました。当社は平成１８年３月に優先
株発行による 252億円の資本調達を実施し、その調達資金をもって、紀陽銀行に対して 80億円また和歌山銀行
に対して 90億円の出資を行いました。両行は財務健全性を確保し、今後更に地元中小企業向貸出増強や事業再
生に注力できる財務体質を築き上げております。なお、紀陽銀行の自己資本比率（国内基準）は単体８．５９
％（前期末比△０．４２％）、連結８．６０％（前期末比△０．５１％）となり、和歌山銀行の自己資本
比率（国内基準）は単体８．９０％（前期末比＋２．０２％）、連結９．０１％（前期末比＋２．０３
％）となりました。
平成１９年３月期末では、当社の連結自己資本比率は９．６％程度となる見込みです。

３．事業等のリスク

当社をはじめとする紀陽フィナンシャルグループ各社の事業、財務状況その他に関するリスクについて、
投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項は以下のとおりです。
なお、文中における将来に関する事項は、当期末現在において、当社グループが判断したものです。ま

た、当社グループは、これらリスク要因の発生の可能性を認識した上で、その回避及び発生時の対応に最
善を尽くしたく考えております。

（１）経営統合に関するリスク

①株式会社紀陽銀行と株式会社和歌山銀行との合併が円滑に進まない可能性

当社の完全子会社である株式会社紀陽銀行と株式会社和歌山銀行は、平成１８年１０月の合併を予定し
ておりますが、合併準備を進めるにあたり、両行の商品内容、業務形態等、各部門において制度の違いが
あり、両行の支店および本部機構のネットワーク、顧客勘定等が適時かつ適切に対応できず、両行の合併
が円滑に進まない可能性があります。
特に、システムリスクとしては、両行のシステム統合に向け「システム統合実行計画書」に基づき統合

作業を進める一方で、システム統合にかかる外部監査を実施し、円滑なシステム統合に向けて万全を期し
ていますが、システム統合時での不測の事態の発生により、システム障害が起こる可能性があります。

②期待される統合効果を達成できない可能性

両行の合併により、当初はシステム統合や店舗統廃合等による一時費用も発生しますが、システム統合
や店舗統廃合等による効率化を進めることにより経費削減を図ることに加え、店舗統廃合から創出される
人員の個人リテール分野や中小企業金融分野への重点配置による営業力の強化、収益力の増強等、統合に
よるシナジー効果を見込んでおります。
しかしながら、このシナジー効果は、両行の合併が計画どおり進み、合併新銀行の営業戦略が奏功する
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ことにより実現するものであり、シナジー効果が予想された期間内に実現しない場合、合併新銀行の業績
に悪影響を及ぼす可能性があります。

（２）不良債権問題等

①不良債権の状況

当社グループには、多額の不良債権があります。地域経済の動向や融資先の経営状況などにより不良債
権残高の増加や不良債権の劣化がありますと、与信関係費用が増加するおそれがあります。
不良債権残高の圧縮は経営上重要な問題であり、当社グループでは不良債権の実質処理を促進するため

の処置や対応を進めておりますが、実質処理に際しては、処理のためのコスト等が発生することがあり、
このため与信関係費用が増加する場合があります。

②貸倒引当金の状況

当社グループは、貸出先の貸倒実績等に基づいて予想損失率を見積もり、貸出先の状況や担保による保
全状況等に応じて貸倒引当金を計上しております。貸倒引当金は、金融検査マニュアルに示されている方
法に従い、引当を行っております。しかしながら、経済状況の変化や大口取引先の倒産等により、実際に
発生する貸倒れが見積りを上回り、貸倒引当金を上回る損失が発生する場合があります。また、担保価値
の下落や予期しない事象により、貸倒引当金の積み増しが必要となる可能性もあります。

③その他

当社グループの取引先企業の中には、グループ外の銀行をメインとしている企業があります。メイン行
の融資方針が転換した場合に、当該企業のキャッシュフローや支払能力に問題が生じるおそれがあり、当
社グループにも悪影響が及ぶ可能性があります。

（３）市場性リスク

①債券への投資による金利リスク

当社グループは、多額の国内債券・外国債券を保有しております。投資対象は国内外の国債をはじめと
する信用リスクが小さい銘柄が中心です。
これらの債券の価格は、国内外の市場金利に影響を受けます。当社グループでは、リスクの限定やヘッ

ジ取引などを通じて、リスクコントロールに努めておりますが、予期しない金利上昇により、価格変動等
に伴う損失を被る可能性があります。

②株価変動リスク

当社グループは、多額の国内株式を保有しております。これらは、取引先との関係の強化などを総合的
に判断して保有している株式です。
当社グループでは、株価変動リスクの低減を図るため、取引関係・保有意義等を総合的に勘案しながら

保有株式の削減に取り組んでおりますが、今後の価格動向によっては含み損を被る可能性がある等、当社
グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

③為替リスク

当社グループは、多額の外貨建て資産を保有しております。
これらの資産に関しては、同一通貨での資金調達やオフバランス取引などにより為替リスクを回避して

おりますが、予期せぬ事象によりヘッジの有効性が損なわれた場合などには、損失を被る可能性がありま
す。

（４）オペレーショナル・リスク

当社グループには、内部プロセス・システム等が不適切であることまたは機能しないこと、もしくは外
部にて発生する事象が及ぼす影響により生じる損失などによる、オペレーショナル・リスクが潜在してい
ます。
オペレーショナル・リスクは、高度情報通信社会の進展や規制緩和などの環境変化に伴い、さらに多様

化・複雑化しています。
当社グループはオペレーショナル・リスクを効果的にコントロールあるいは削減するための内部管理態
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勢の構築に努めているほか、突発的な事態の発生に備えたコンティンジェンシープランを策定しています。
しかしながら、次の事象のような、内部管理態勢が十分に機能しない場合や当社グループがコントロー

ルしうる範囲を越えた場合などには、損失その他の悪影響が発生するおそれがあります。
・大災害やテロリズムなどによる物的資産の損傷・業務の中断
・グループ内外の要因によるコンピュータシステムのダウン・誤作動・不正使用
・経営情報・顧客情報の盗難・漏洩・改ざん
・役職員の誤った事務処理や不正行為
・諸取引・契約にかかる訴訟・トラブル・紛争

（５）自己資本比率

①自己資本比率規制

当社は、「銀行法第５２条の９の規定に基づき連結自己資本比率の基準を定める件」(平成１０年３月
１０日大蔵省告示第６２号)に定められる第二基準以上に連結自己資本比率を維持しなければなりません。
また、当社の銀行子会社２行も、「銀行法第１４条の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定める

件」(平成５年３月３１日大蔵省告示第５５号)に定められた国内基準以上に連結自己資本比率及び単体自
己資本比率を維持しなければなりません。当社グループは、平成１８年３月末時点では、これらの各基準
を大きく上回っていますが、万一、基準を満たさなくなった場合には、監督当局から指導や命令を受ける
ことになります。なお、当社グループの各自己資本比率は、主に以下のような要因などにより低下する可
能性があります。

・財務会計上の最終赤字が発生する
・劣後債務の期限到来時等に同様の条件での調達が困難になる
・営業地域での資金需要の増加等に対応して貸出残高が増加する
・収益性向上のために市場運用での信用リスクのリスクテイクを行う
・自己資本比率の基準及び算定方法が変更される
・その他の自己資本が減少する、もしくはリスク量が大幅に増加する展開

（６）会計制度関連

①会計基準の変更

新しい会計基準の導入や会計基準の変更に伴い、当社グループの損益が振れることがあります。当社グ
ループも、一連の会計ビッグバンのなかで様々な影響を受けており、今後の変更においても悪影響が出る
可能性があります。

②繰延税金資産

繰延税金資産の計算は、将来の課税所得を含めた様々な予測等に基づいており、実際の結果が予測等と
は異なる可能性があります。当社グループが、将来の課税所得の予測等に基づいて繰延税金資産の一部ま
たは全部の回収ができないと判断した場合、当社グループは繰延税金資産を減額し、その結果、当社グル
ープの業績に悪影響を与えることになります。

③年金債務

年金資産の運用利回りが低下した場合や、退職給付債務の算出の前提となる割引率等の基礎率に変更が
あった場合などには、未認識債務が発生し、費用処理が必要となる可能性があります。また、退職給付制
度の変更により未認識の過去勤務費用が発生する可能性もあります。

（７）持株会社のリスク

当社は銀行持株会社であり、当社の収入の大部分は当社が直接保有する銀行子会社等が当社に対して支払
う配当を見込んでおります。一定の状況下においては、様々な規制上の制限等により、当社の銀行子会社等
が当社に支払うことができる配当の金額が制限される場合があります。また、銀行子会社等が十分な利益を
計上することができず、当社に対して配当を支払うことができない状況が生じた場合には、当社は配当を支
払うことができなくなる恐れがあります。
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（８）コンプライアンスリスク

当社グループでは、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして、規定の制定や諸施策の実施等、
コンプライアンスの体制整備に向けて取り組んでおりますが、法令解釈の相違、法令手続きの不備、法令違
反行為等により、当社グループの業務運営や業績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

（９）レピュテーショナルリスク

当社グループでは、地域金融グループとしての公共性と社会的責任に鑑み、公正かつ適切な情報公開を積
極的に行い、経営の透明性の向上を図ってまいりますが、当社グループや金融業界等に対する憶測による報
道、市場関係者の噂等、その内容の正確性に関わらず風説や風評がきっかけとなり、当社の株価や当社グル
ープの業務運営や業績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

（10）地域経済への依存

①競争の激化

日本の金融業界における競争は、大幅な規制緩和やIT技術の進展などに伴い、大変厳しいものとなって
きております。当社グループが主として注力している中小企業・個人マーケットへの大手金融機関の進出
も目立ってきており、またインターネットバンキングなどにみられる新しい金融取引は、地域の境界を越
え拡大を続けています。
このような競争の激化のなかにあって、地域金融グループとして、総合金融サービスを提供できる積極

的な新技術の導入や、大手金融機関にはない、きめの細かい対応などにより、地域における優位性を保つ
ことを目指しておりますが、これが奏効しない場合には、当社グループの収益性の低下などを招くおそれ
があります。

②地域経済の低迷

当社グループの経営は、地域経済の状況に大きく左右されます。地域経済の低迷が続くと資金需要が落
ち込み、貸出残高の減少に繋がり、収益機会も減少します。また、地域経済の低迷は、地場産業などに悪
影響を与え、当社グループの信用コスト増大を招く可能性があります。

（11）規制等の変更

当社グループでは、現時点の法律・規則等に従って、業務を遂行しております。将来において、これらの
変更が発生した場合、当社グループの業務遂行や業績等に悪影響を及ぼす可能性があります。
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連 結 貸 借 対 照 表

平成１８年３月３１日現在

(単位:百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

現 金 預 け 金 １３９,４４６ 預 金 ２,９４４,４８８

コールローン及び買入手形 １０７,４１１ 譲 渡 性 預 金 ３,０００

買 現 先 勘 定 １９,９９９ コールマネー及び売渡手形 １１７

債券貸借取引支払保証金 １０,００６ 債券貸借取引受入担保金 ７４,２２９

買 入 金 銭 債 権 １０,２３３ 借 用 金 ２７,５２５

商 品 有 価 証 券 １,３２６ 外 国 為 替 ３８

金 銭 の 信 託 ３,５００ 社 債 １３,０００

有 価 証 券 ８０３,８５０ そ の 他 負 債 ２２,２５８

貸 出 金 ２,０４１,３６７ 退 職 給 付 引 当 金 ５,２５５

外 国 為 替 ３,２６９ 繰 延 税 金 負 債 １９１

そ の 他 資 産 ２７,１２０ 支 払 承 諾 ４２,８６７

動 産 不 動 産 ３９,６６４ 負 債 の 部 合 計 ３,１３２,９７２

繰 延 税 金 資 産 ３３,３４０ （ 少 数 株 主 持 分 ）

連 結 調 整 勘 定 １６,５１８ 少 数 株 主 持 分 １,４１２

支 払 承 諾 見 返 ４２,８６７ （資 本 の 部）

貸 倒 引 当 金 △ ５４,７８０ 資 本 金 ４２,６００

資 本 剰 余 金 ６１,３８４

利 益 剰 余 金 １６,２１８

その他有価証券評価差額金 ３,０７８

自 己 株 式 △ １２,５２６

資 本 の 部 合 計 １１０,７５６

資 産 の 部 合 計 ３,２４５,１４１ 負債、少数株主持分及び ３,２４５,１４１
資本の部合計
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連 結 損 益 計 算 書
自 平成１７年 ４ 月 １ 日
至 平成１８年 ３ 月３１日

（単位：百万円）

科 目 金 額

７５,５２９経 常 収 益

５０,２１６資 金 運 用 収 益

３８,５０８貸 出 金 利 息

１１,３６１有 価 証 券 利 息 配 当 金
２４コールローン利息及び買入手形利息

０買 現 先 利 息

０債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息

１４預 け 金 利 息

３０５そ の 他 の 受 入 利 息

１０,９３９役 務 取 引 等 収 益

５,４０８そ の 他 業 務 収 益

８,９６５そ の 他 経 常 収 益

７４,５３３経 常 費 用

４,１９２資 金 調 達 費 用

１,２００預 金 利 息

２譲 渡 性 預 金 利 息
コールマネー利息及び売渡手形利息 １

８９０債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息

４３７借 用 金 利 息

２８４社 債 利 息

１,３７５そ の 他 の 支 払 利 息

３,２７２役 務 取 引 等 費 用

４,６８４そ の 他 業 務 費 用

３４,８７０営 業 経 費

２７,５１４そ の 他 経 常 費 用

１４,０９５貸 倒 引 当 金 繰 入 額

１３,４１８そ の 他 の 経 常 費 用

９９６経 常 利 益

１０,６７５特 別 利 益

１９動 産 不 動 産 処 分 益

１,５８２償 却 債 権 取 立 益

９,０７４退 職 給 付 信 託 返 還 益

６１３特 別 損 失

３１９動 産 不 動 産 処 分 損

２９４減 損 損 失

１１,０５８税金等調整前当期純利益

２７４法人税、住民税及び事業税

７,４２０法 人 税 等 調 整 額

６６少 数 株 主 利 益

３,２９７当 期 純 利 益
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連 結 剰 余 金 計 算 書

自 平成１７年 ４ 月 １ 日

至 平成１８年 ３ 月３１日

（単位：百万円）

科 目 金 額

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

２,５０９資 本 剰 余 金 期 首 残 高

５８,８７５資 本 剰 余 金 増 加 高

４６,２７５株 式 移 転 に 伴 う 増 加 額

１２,６００増 資 に よ る 新 株 の 発 行

６１,３８４資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

１３,８５６利 益 剰 余 金 期 首 残 高

３,２９７利 益 剰 余 金 増 加 高

３,２９７当 期 純 利 益

９３４利 益 剰 余 金 減 少 高

９３４配 当 金

１６,２１８利 益 剰 余 金 期 末 残 高
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連結キャッシュ・フロー計算書
自 平成１７年４月 １ 日
至 平成１８年３月３１日

（単位：百万円）

科 目 金 額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 １１,０５８
減価償却費 ５,６５５
減損損失 ２９４
連結調整勘定償却額 ２７９
持分法による投資損益（△） △ ９８
貸倒引当金の増減（△）額 ９,０５２
退職給付引当金の増減（△）額 ３,２１７
資金運用収益 △ ５０,２１６
資金調達費用 ４,１９２
有価証券関係損益（△） △ ８,４４８
金銭の信託の運用損益（△） ３４
為替差損益（△） △ ６ ９３４,
動産不動産処分損益（△） ２９９
退職給付信託返還額 △ １４,３５２
商品有価証券の純増（△）減 ２,３０５
貸出金の純増（△）減 △ ３,００５
預金の純増減（△） △ ２３,５５７
譲渡性預金の純増減（△） ５０
預け金（現金同等物を除く）の純増（△）減 △ ２,９９９
コールローン等の純増（△）減 △ ５８,７０６
債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 ８６,４８９
コールマネー等の純増減（△） ３３
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） ４３,３９１
外国為替（資産）の純増（△）減 １７１
外国為替（負債）の純増減（△） ２２
資金運用による収入 ５２,１６０
資金調達による支出 △ ４,４２７
その他 ７２４

小 計 ４６,６８７
法人税等の支払額 △ １７２

営業活動によるキャッシュ・フロー ４６,５１５

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ ４６５,８８４
有価証券の売却による収入 ３３４,９６０
有価証券の償還による収入 １３６,３７９
動産不動産の取得による支出 △ ２,２５６
動産不動産の売却による収入 １,５１０

投資活動によるキャッシュ・フロー ４,７０９

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入 ７,５００
劣後特約付借入金の返済による支出 △ ２,０００
株式の発行による収入 ２５,２００
配当金の支払額 △ ９３４
少数株主への配当金の支払額 △ ４
自己株式の取得による支出 △ １２,２４１

財務活動によるキャッシュ・フロー １７,５１９

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ２２

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減（△）額 ６８,７６６
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ５１,５３６
Ⅶ 株式移転に伴う現金及び現金同等物の増加額 １２,８７２
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 １３３,１７５
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

当連結会計年度（自 平成17年 4月 1日 至 平成18年 3月 31日）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 １０社

株式会社紀陽銀行

株式会社和歌山銀行

紀陽ビジネスサービス株式会社

阪和信用保証株式会社

紀陽ビジネスファイナンス株式会社

紀陽リース・キャピタル株式会社

株式会社紀陽カード

株式会社紀陽カードディーシー

和銀ビジネスサービス株式会社

和歌山銀カード株式会社

（2）非連結子会社 ０社

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法適用の非連結子会社 ０社

（2）持分法適用の関連会社 １社

紀陽情報システム株式会社

（3）持分法非適用の非連結子会社 ０社

（4）持分法非適用の関連会社 ０社

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法(売却原価は移動平均法により算定)により行っております。

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証

券のうち時価のあるものについては、連結決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は移動平均法によ

り算定)、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

②有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の時

価は、時価法によっております。

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

(4) 減価償却の方法

①動産不動産

当社及び銀行業を営む連結子会社の動産不動産は、定率法(ただし、平成10年４月１日以後に取得した建

物(建物附属設備を除く。)については定額法)を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物：６年～50年

動産：３年～20年

その他の連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、定率法により償却してお

ります。

②ソフトウェア

自社利用のソフトウェアについては、当社及び連結子会社で定める利用可能期間(５年)に基づく定額法

により償却しております。

③リース資産

リース資産については、リース期間を償却年数とするリース期間定額法により償却しております。

(5) 貸倒引当金の計上基準

銀行業を営む連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上してお

ります。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下「破綻先」という。)に係る債権及び

それと同等の状況にある債務者(以下「実質破綻先」という。)に係る債権については、以下のなお書きに記

載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きい

と認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見

込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して

おります。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

その他の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当

てております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証

による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、そ

の金額は 165,026百万円であります。
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(6) 退職給付引当金の計上基準

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１１年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から損益処理しております。

(7) 外貨建資産・負債の換算基準

銀行業を営む連結子会社の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

(8) リース取引の処理方法

連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

(9) 重要なヘッジ会計の方法

銀行業を営む連結子会社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、

外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を

ヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存

在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。

(10)消費税等の会計処理

当社及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。

５．資本連結手続に関する事項

株式会社紀陽銀行と株式会社和歌山銀行は、平成18年２月１日に株式移転により共同して完全親会社「株

式会社紀陽ホールディングス」を設立いたしました。

この企業結合に関する資本連結手続は「株式交換及び株式移転制度を利用して完全親子会社関係を創設す

る場合の資本連結手続」（日本公認会計士協会会計制度委員会研究報告第６号）に準拠しております。

資本連結手続にあたっては、株式移転比率等を勘案して、結合当事会社のうち株式会社紀陽銀行を取得会

社、株式会社和歌山銀行を被取得会社として識別した結果、株式会社紀陽銀行及びその連結子会社について

は持分プーリング法に準じた処理により、株式会社和歌山銀行及びその連結子会社についてはパーチェス法

により処理を行っております。

６．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

７．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却については、10年間の均等償却を行っております。

８．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しております。

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち、手許

現金、日本銀行への預け金及び随時引き出し可能な預け金であります。



- 17 -

株式会社 紀陽ホールディングス

注記事項

（連結貸借対照表関係）

当連結会計年度（平成18年 3月 31日）

１．有価証券には、関連会社の株式 586百万円を含んでおります。

２．現先取引及び現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は(再 )担保という方

法で自由に処分できる権利を有する有価証券 29,981百万円については、当連結会計年度末には当該処分を

せずに所有しております。

３．貸出金のうち、破綻先債権額は 6,035百万円、延滞債権額は 124,000百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下｢未収利息不計上貸出金｣という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 939百万円であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 22,775百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 153,749百万円で

あります。

なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

７．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計

士協会業種別監査委員会報告第24号 )に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業

手形及び買入外国為替は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その

額面金額は、41,931百万円であります。

８．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に

基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸借対照表計上額は 501

百万円であります。

９．担保に供している資産及び担保資産に対応する債務は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券 134,611百万円

担保資産に対応する債務

預金 9,560百万円

債券貸借取引受入担保金 74,229百万円

その他負債 30百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 98,780百万円、

預け金 271百万円及びその他資産 19百万円を差し入れております。

また、動産不動産のうち保証金権利金は 2,242百万円であります。

10．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、341,825百万円であります。このうち原契約期間が１年以

内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が 338,186百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに

は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、連結子会社が実行申し込みを受けた

融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時におい

て必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）

手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

11. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上してお

ります。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は 7百万円、繰延ヘッジ利益の総額は 2百万円でありま

す。

12．動産不動産の減価償却累計額 39,367百万円

13. 動産不動産の圧縮記帳額 4,337百万円

（当連結会計年度圧縮記帳額 ―百万円)

14．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 27,000百万

円が含まれております。

15．社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債であります。

16. 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有する当社の株式の数

普通株式 1,780千株 第二種優先株式 4千株 第三種優先株式 24,000千株

なお、当社の発行済み株式総数は、普通株式 594,693千株、第一種優先株式 266千株、第２回第一種優先

株式 26,000千株、第３回第一種優先株式 10,000千株、第二種優先株式 5,830千株、第三種優先株式

24,000千株であります。
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（連結損益計算書関係）

当連結会計年度（自 平成17年 4月 1日 至 平成18年 3月 31日）

１．その他の経常費用には、貸出金償却 12,417百万円、株式等償却 37百万円及び貸出債権売却損 221百万円

を含んでおります。

２．当連結会計年度において、銀行業を営む連結子会社は、以下の資産について、割引前将来キャッシュ・フ

ローの総額が帳簿価額に満たないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額 294百万円を

減損損失として特別損失に計上しております。

地域 主な用途 種類 減損損失

和歌山県内 営業店舗１か所 土地等 33百万円

和歌山県内 遊休資産７か所 土地 110百万円

その他 遊休資産２か所 土地及び建物 150百万円

合計 294百万円

銀行業を営む連結子会社は、減損損失の算定に当たり、管理会計上の最小単位である営業店単位（ただし、

連携して営業を行っている営業店グループは当該グループ単位）でグルーピングを行っており、遊休資産に

ついては各資産単位でグルーピングをしております。また、本部、事務センター、社宅・寮等については、

独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。

その他の連結子会社については、主として各社を一つの単位としてグルーピングを行っております。

なお、当連結会計年度において減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であり、主として

「不動産鑑定評価基準」に基づき評価した額より処分費用見込額を控除して算定しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当連結会計年度（自 平成17年 4月 1日 至 平成18年 3月 31日）

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。

現金預け金勘定 139,446百万円

定期預け金 △6,271百万円

現金及び現金同等物 133,175百万円

２．重要な非資金取引の内容

退職給付信託返還に伴う有価証券の増加 14,352百万円

３．株式移転により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の内訳

株式移転により新たに株式会社和歌山銀行を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳は次の

とおりであります。

資産合計 393,174百万円

うち貸出金 281,728百万円

うち有価証券 55,833百万円

負債合計 392,020百万円

うち預金 388,923百万円
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セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日）

（単位：百万円）

ク レ ジ ッ ト
銀 行 業 リ ー ス 業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

カ ー ド 業

経常収益
(1)外部顧客に対する 70,361 3,171 1,844 151 75,529 － 75,529
経常収益

(2)セグメント間の 387 513 41 2,108 3,050 ( 3,050) －
内部経常収益

計 70,748 3,685 1,885 2,260 78,580 ( 3,050) 75,529

経常費用 70,190 3,524 1,758 2,117 77,591 ( 3,057) 74,533

経常利益 558 160 127 142 989 6 996

資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 3,240,551 8,207 8,991 1,573 3,259,324 ( 14,183) 3,245,141

減価償却費 2,623 3,020 6 5 5,655 － 5,655

資本的支出 2,336 2,562 3 2 4,905 － 4,905

（注）1. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

2. 各事業の主な内容は次のとおりであります。

(1) 銀行業 銀行業務

(2) リース業 リース業務

(3) クレジットカード業 クレジットカード業務

(4) その他の事業 事務代行業務、ベンチャーキャピタル業務等

２．所在地別セグメント情報

当連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び海外支店が存在しないため、所在地別セグメント情

報は記載しておりません。

３．国際業務経常収益

当連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日）

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

生産、受注及び販売の状況

銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。

関連当事者との取引

当連結会計年度（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日）

関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。
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取引リース

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

税効果会計

当連結会計年度（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

繰延税金資産

貸倒引当金 55,644

退職給付引当金 9,898

有価証券償却 4,820

繰越欠損金 3,251

その他 5,488

繰延税金資産小計 79,103

評価性引当額 △ 41,884

繰延税金資産合計 37,219

繰延税金負債

退職給付信託返還益 △ 1,633

その他 △ 2,435

繰延税金負債合計 △ 4,069

繰延税金資産の純額 33,149

平成18年3月31日現在の繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

繰延税金資産 33,340百万円

繰延税金負債 191百万円

２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異が

あるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）

評価性引当額の増減 31.2％

その他 △ 2.1％

税効果会計適用後の 69.5％法人税等の負担率
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有価証券
※連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」並びに「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて

記載しております。

当連結会計年度

１．売買目的有価証券（平成18年3月31日現在）

（単位：百万円）

当連結会計年度の損益

連結貸借対照表計上額 に含まれた評価差額

売 買 目 的 有 価 証 券 1,326 △ 7

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年3月31日現在）

（単位：百万円）

連結貸借対 時 価 差 額

照表計上額 うち益 うち損

国 債 16,954 16,770 △ 183 3 187

地 方 債 6,572 6,482 △ 90 － 90

短期社債 － － － － －

社 債 4,139 4,106 △ 33 9 43

そ の 他 47,907 46,984 △ 922 93 1,015

外国債券 47,907 46,984 △ 922 93 1,015

そ の 他 － － － － －

合 計 75,573 74,343 △ 1,230 106 1,337

（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年3月31日現在）

（単位：百万円）

取 得 原 価 連結貸借対 評 価 差 額

照表計上額 うち益 うち損

株 式 46,234 63,189 16,955 17,192 237

債 券 528,474 517,419 △ 11,055 101 11,157

国 債 374,519 366,884 △ 7,635 52 7,687

地 方 債 83,646 81,290 △ 2,355 4 2,360

短期社債 1,499 1,499 0 0 －

社 債 68,809 67,744 △ 1,064 45 1,109

そ の 他 135,039 132,549 △ 2,489 577 3,067

外国債券 124,462 121,623 △ 2,839 147 2,986

そ の 他 10,576 10,925 349 430 81

合 計 709,748 713,158 3,410 17,872 14,462

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したも

のであります。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落して

おり、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって

連結貸借対照表額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」

という。）しております。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価より３０％超下落した

場合としております。

なお、当連結会計年度におけるその他有価証券で時価のある銘柄のうち、減損処理したものはあり

ません。

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日）

該当ありません。
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５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日）

（単位：百万円）

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

そ の 他 有 価 証 券 324,677 9,864 1,378

６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年3月31日現在）

（単位：百万円）

金額

その他有価証券

非公募事業債 13,304

非上場株式 2,567

追加型公社債投資信託 1,001

非上場その他の証券 337

７．保有目的を変更した有価証券

該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成18年3月31日現在）

（単位：百万円）

１ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超

債 券 97,988 181,631 203,156 75,613

国 債 86,677 110,201 128,590 58,369

地 方 債 1,172 24,580 62,109 －

短期社債 1,499 － － －

社 債 8,639 46,849 12,456 17,243

そ の 他 6,029 91,834 52,108 19,966

外国債券 6,029 91,425 52,108 19,966

そ の 他 － 409 － －

合 計 104,018 273,465 255,264 95,579

９．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体）（平成18年3月31日現在）

該当ありません。

金銭の信託

当連結会計年度

１．運用目的の金銭の信託（平成18年3月31日現在）

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 3,500 －

２．満期保有目的の金銭の信託（平成18年3月31日現在）

該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成18年3月31日現在）

該当ありません。
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その他有価証券評価差額金

当連結会計年度

○その他有価証券評価差額金（平成18年3月31日現在）

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

金 額

評価差額 3,410

その他有価証券 3,410

その他の金銭の信託 －

（△）繰延税金負債 195

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 3,214

（△）少数株主持分相当額 136

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金のうち親会社持分相当額 0

その他有価証券評価差額金 3,078

デリバティブ取引

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。
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退職給付

１．採用している退職給付制度の概要

株式会社紀陽銀行は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており

ます。

なお、株式会社紀陽銀行は、退職給付信託を設定しております。

株式会社和歌山銀行は、退職年金規程に基づく適格退職年金制度を採用するほか、第二地方銀行協会加盟行総合企業年金

基金に加盟しております。なお、平成18年４月１日付にて、第二地方銀行協会加盟行総合企業年金基金の解散に伴い、確定

給付企業年金法に基づく企業年金へ移行しております。

その他の連結子会社では、退職一時金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項
（単位：百万円）

当連結会計年度
区 分

（平成18年3月31日）

退職給付債務 (A) △ 30,148

年金資産 (B) 34,719

未積立退職給付債務 (C)=(A)+(B) 4,571

未認識数理計算上の差異 (D) △ 9,638

連結貸借対照表計上額純額 (E)=(C)+(D) △ 5,065

前払年金費用 (F) 189

退職給付引当金 (E)-(F) △ 5,255

（注）株式会社紀陽銀行と株式会社和歌山銀行を除く連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しておりま

す。

３．退職給付費用に関する事項
（単位：百万円）

当連結会計年度
区 分

（平成18年3月31日）

勤務費用 921

利息費用 562

期待運用収益 △ 125

数理計算上の差異の費用処理額 11

その他（臨時に支払った割増退職金等） 30

退職給付費用 1,399

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当連結会計年度
区 分

（平成18年3月31日）

（１）割引率 ２．０％

（２）期待運用収益率 ２．０％

（３）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

（４）過去勤務債務の額の処理年数 ─

（５）数理計算上の差異の処理年数 １１年（各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌連

結会計年度から損益処理すること

としております。）

（６）会計基準変更時差異の処理年数 ─
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平成１８年５月２６日平成１８年３月期 個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名 上 場 取 引 所 東証・大証株式会社 紀陽ホールディングス

コ ー ド 番 号 ８４１５ 本社所在都道府県 和歌山県
（ＵＲＬ http://www.kyfg.com/ ）
代 表 者 役職名 取締役社長

氏名 片山 博臣
問合せ先責任者 役職名 グループ企画部長

氏名 米坂 享 ＴＥＬ（073）426－7133
決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成１８年５月２６日 中間配当制度の有無 有
配 当 支 払 開 始 予 定 日 定時株主総会開催日 平成１８年６月２９日
単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000株）

１．平成１８年３月期の業績（平成１８年２月１日～平成１８年３月３１日）

（１）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

％ ％ ％百万円 百万円 百万円
18年3月期 110 ( ) 56 ( ) 11 ( ）

株 主 資 本 総 資 本 営 業 収 益１株当たり 潜在株式調整
後１株当たり当 期 純 利 益

経常利益率 経常利益率当期純利益 当 期 純 利 益 当期純利益率

％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％百万円
5 0 01 0 01 0.0 0.0 10.118年3月期

(注) ①当社は平成18年２月１日に設立しておりますので、業績の前期実績及び対前期増減率は記載しておりません。
②期中平均株式数
１８年３月期 普通株式 594,685,227株 第一種優先株式 266,000株 第２回第一種優先株式 5,288,135株

第３回第一種優先株式 2,033,898株 第二種優先株式 5,830,000株 第三種優先株式 24,000,000株

（２）配当状況

１株当たり年間配当金 配当金総額 株 主 資 本
配 当 性 向

中 間 期 末 （ 年 間 ） 配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 ％ ％百万円
18年3月期

(注) 平成18年３月期につきましては、株式移転の日の前日（１月31日）の最終の両行株式名簿に記載または登録された株主又は登録質権者
に対し、「株式移転交付金」をお支払いいたします。株式移転交付金支払開始予定日６月30日。

紀陽銀行の 旧普通株式 １株につき ２円50銭
紀陽銀行の 旧第１回優先株式 １株につき 14円00銭
和歌山銀行の 旧普通株式 １株につき 50銭
和歌山銀行の 旧第１回優先株式 １株につき 10円00銭
和歌山銀行の 旧第２回優先株式 １株につき 6円70銭

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

％ 円 銭百万円 百万円
111,882 105,179 94.0 109 1018年3月期

（注）①期末発行済株式数
１８年３月期 普通株式 594,644,041株 第一種優先株式 266,000株 第２回第一種優先株式 26,000,000株

第３回第一種優先株式 10,000,000株 第二種優先株式 5,830,000株 第三種優先株式 24,000,000株
②期末自己株式数 １８年３月期 49,146株

２．平成１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
営業収益 経常利益 当期純利益

中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭百万円 百万円 百万円
普 通 株 式中 間 期 8,300 8,100 8,000
第 一 種 優 先 株 式
第２回第一種優先株式
第３回第一種優先株式
第 二 種 優 先 株 式
第 三 種 優 先 株 式

8,700 8,100 8,000 2 50 2 50通 期 普 通 株 式
14 00 14 00第 一 種 優 先 株 式
0 10 0 10第２回第一種優先株式
0 10 0 10第３回第一種優先株式
10 00 10 00第 二 種 優 先 株 式
6 70 6 70第 三 種 優 先 株 式

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期） 13円 34銭
※業績予想の利用に関する注意事項
上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報、及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在におけ
る仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。
なお、業績予想に関する事項等につきましては、添付資料の６ページを参照してください。
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株式会社 株式会社 紀陽ホールディングス

「平成１８年３月期の業績」指標算式

当期純利益－優先株式配当金総額
○１株当たり当期純利益 ＝

期中平均普通株式数 ＊

○潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益－優先株式配当金総額＋当期純利益調整額
＝

期中平均普通株式数 ＊ ＋ 普通株式増加数

○株主資本当期純利益率

当期純利益－優先株式配当金総額
＝ × 100

済優先株式数×発行価額）+（期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額）｝÷２｛（期首株主資本－期首発行

普通株式配当金総額
○株主資本配当率 ＝ × 100

期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額

○１株当たり株主資本

期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額－優先株式配当金総額
＝

期末発行済普通株式数 ＊

「平成１９年３月期の業績予想」指標算式

予想当期純利益－予想優先株式配当金総額
○１株当たり予想当期純利益 ＝

期末発行済普通株式数（当期末） ＊

＊自己株式を除く。
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株式会社 紀陽ホールディングス

第１期末（平成１８年３月３１日）貸借対照表

（単位：百万円）

科 目 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） %

流動資産

現金及び預金 7,882

前払費用 49

繰延税金資産 1

未収収益 1

流動資産合計 7,935 7.1

固定資産

有形固定資産 0

器具及び備品 0

無形固定資産 1

ソフトウェア 1

投資その他の資産 103,829

関係会社株式 98,670

関係会社長期貸付金 5,000

長期前払費用 159

固定資産合計 103,831 92.8

繰延資産

創立費 48

新株発行費 66

繰延資産合計 115 0.1

資産合計 111,882 100.0

（ 負 債 の 部 ）

流動負債

未払金 1,685

未払費用 3

未払法人税等 9

未払消費税等 3

その他 1

流動負債合計 1,703 1.5

固定負債

長期借入金 5,000

固定負債合計 5,000 4.5

負債合計 6,703 6.0

（ 資 本 の 部 ）

42,600 38.1資本金

資本剰余金

資本準備金 62,589

資本剰余金合計 62,589 55.9

利益剰余金

当期未処分利益 5

利益剰余金合計 5 0.0

△ 16 △0.0自己株式

資本合計 105,179 94.0

負債資本合計 111,882 100.0

(注）当期における発行済株式数の増加内容

第２回第一種優先株式（第三者割当）の発行

発行株式数 26,000千株 発行価額 １株につき 700円 資本組入額 9,100百万円（１株につき 350円）

第３回第一種優先株式（第三者割当）の発行

発行株式数 10,000千株 発行価額 １株につき 700円 資本組入額 3,500百万円（１株につき 350円）
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株式会社 紀陽ホールディングス

平成１８年２月 １ 日から
第１期 損益計算書

平成１８年３月３１日まで

（単位：百万円）

科 目 金 額 百分比

営業収益

関係会社受入手数料 110 110 100.0

営業費用

販売費及び一般管理費 53 53 48.6

営業利益 56 51.4

営業外収益

関係会社貸付金利息 1

その他 0 1 1.2

営業外費用

支払利息 0

創立費償却 12

新株発行費償却 33

その他 0 46 42.4

経常利益 11 10.2

税引前当期純利益 11 10.2

法人税、住民税及び事業税 6

法人税等調整額 △1 5 4.8

当期純利益 5 5.4

当期未処分利益 5
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株式会社 紀陽ホールディングス

第１期 利 益 処 分 計 算 書 案

（単位：百万円）

科 目 金 額

当 期 未 処 分 利 益 ５

次 期 繰 越 利 益 ５

○１株当たり配当金

当 事 業 年 度

年 間 中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭

0 00 0 00普 通 株 式

0 00 0 00第 一 種 優 先 株 式

第２回第一種優先株式

第３回第一種優先株式

0 00 0 00第 二 種 優 先 株 式

0 00 0 00第 三 種 優 先 株 式
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株式会社 紀陽ホールディングス

重要な会計方針

当事業年度（自 平成18年 2月 1日 至 平成18年 3月 31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式の評価は、移動平均法による原価法により行っております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法を採用しております。なお、耐用年数は次のとおりであります。

器具及び備品：４年

(2)無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法により償却してお

ります。

３．繰延資産の処理方法

(1)創立費

創立費については、５年間の均等償却を行っております。

(2)新株発行費

新株発行費については、３年間の均等償却を行っております。

４．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

注記事項

（貸借対照表関係）

当事業年度（平成18年 3月 31日）

１．関係会社に対する資産

預金 7,882百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 0百万円

３．関係会社長期貸付金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付貸付金

であります。

４．長期借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金であります。

５．会社が発行する株式の総数

普通株式 1,800,000,000株

第一種優先株式 160,000,000株

第二種優先株式 10,000,000株

第三種優先株式 30,000,000株

発行済株式の総数

普通株式 594,693,187株

第一種優先株式 266,000株

第二種優先株式 5,830,000株

第三種優先株式 24,000,000株

第２回第一種優先株式 26,000,000株

第３回第一種優先株式 10,000,000株

６．自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 49,146株であります。

７．配当制限

当社の定款等の定めるところにより、優先株主に対しては、次に定める各種優先株式の優先配当金を超え

て配当することはありません。

第一種優先株式 １株につき 14円 00銭

第二種優先株式 １株につき 10円 00銭

第三種優先株式 １株につき 6円 70銭

第２回第一種優先株式 １株につき 0円 10銭

第３回第一種優先株式 １株につき 0円 10銭

（損益計算書関係）

当事業年度（自 平成18年 2月 1日 至 平成18年 3月 31日）

１．販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属するもの

であります。

給料・手当 28百万円

監査報酬 7百万円
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株式会社 紀陽ホールディングス

リース取引

該当ありません。

税効果会計

当事業年度（自 平成18年2月1日 至 平成18年3月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

繰延税金資産

未払事業税 1

繰延税金資産合計 1

繰延税金資産の純額 1

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）

住民税均等割 5.6％

その他 1.1％

税効果会計適用後の
47.1％

法人税等の負担率
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役 員 の 異 動

（平成18年６月29日付）

当社ならびに当社の子会社である株式会社紀陽銀行および株式会社和歌山銀行の

役員の異動につきましては、以下に記載のとおりであります。

１．株式会社紀陽ホールディングス

○新任取締役候補
きのした やすあき

常務取締役 木下 泰明（現 株式会社紀陽銀行 常務取締役）

○新任監査役候補
おおひら かつゆき

監 査 役 大平 勝之（現 和歌山県信用保証協会理事長）

（社外監査役・非常勤）

２．株式会社紀陽銀行

○新任監査役候補
おおひら かつゆき

監 査 役 大平 勝之（現 和歌山県信用保証協会理事長）

（社外監査役・非常勤）

３．株式会社和歌山銀行

該当ありません

以 上

株式会社紀陽ホールディングス
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株式会社紀陽ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

＜新任取締役候補 経歴書＞

きの した やす あき

木 下 泰 明 昭和２３年６月２４日生
和歌山県出身

昭和４６年 ４月 紀陽銀行入行
平成 元年 ４月 中もず支店長
平成 ３年 ４月 鳳支店長
平成 ６年 ６月 審査第二部 副部長
平成 ８年 ４月 住吉支店長
平成 ９年１０月 東和歌山支店長
平成１０年 ６月 審査部長
平成１３年 ４月 融資部長
平成１３年 ６月 取締役融資部長
平成１５年 ４月 取締役融資本部長
平成１６年 ６月 取締役本店営業部長
平成１７年 ６月 常務取締役

＜新任監査役候補 経歴書＞

おお ひら かつ ゆき

大 平 勝 之 昭和１９年２月５日生
和歌山県出身

昭和４０年 １月 和歌山県庁入庁
平成 ７年１１月 和歌山県 秘書課長
平成１０年 ４月 同 審議監
平成１１年 ４月 同 知事公室長
平成１２年１０月 同 出納長
平成１６年１０月 同 出納長 退職
平成１６年１１月 和歌山県信用保証協会 理事長

※大平勝之氏は社外監査役候補者であります




